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Ⅲ 世帯の所得、金融資産・負債 

 １ 所得概況 

  

総世帯の１世帯当たり 2019 年※１の年間収入は 4,631 千円であった。2014年※２と比較

すると 1.7％の増加となっている。 

    所得構成別にみると、「勤め先収入」が 2,954 千円、「公的年金・恩給給付」が 948千円、 

  「事業・内職収入」が 502千円などとなっている。 

    世帯区分別にみると、勤労者世帯の年間収入は 5,408千円、うち「勤め先収入」が 4,978

千円、さらにその内訳をみると、「世帯主収入」が 3,906 千円、「世帯主の配偶者の収入」

が 813千円などとなっている。一方、無職世帯の年間収入は 2,775千円、うち「公的年金・

恩給給付」が 1,915 千円、「勤め先収入」のうち「他の世帯員収入」が 252千円などとなっ

ている。 

二人以上の世帯の年間収入は 5,565 千円と、2014 年に比べ、8.0％の増加となっている

（表Ⅲ－１、図Ⅲ－１）。 

 

※１ 2018 年 11 月から 2019 年 10 月までの収入（税込） 

※２ 2013 年 12 月から 2014 年 11 月までの収入（税込） 

 

表Ⅲ－１ 所得構成別年間収入（総世帯及び二人以上の世帯） 

 

  

実数 構成比（％） 実数 構成比（％） 実数 構成比（％） 実数 構成比（％）

（歳） 59.3 - 47.7 - 74.9 - 58.9 - 

（人） 2.27 - 2.51 - 1.81 - 2.90 - 

（千円） 4,631 100.0 5,408 100.0 2,775 100.0 5,565 100.0

（％） (1.7) (8.0) 

2,954 63.8 4,978 92.0 429 15.5 3,541 63.6

2,146 46.3 3,906 72.2 76 2.7 2,331 41.9

522 11.3 813 15.0 101 3.6 782 14.1

286 6.2 260 4.8 252 9.1 428 7.7

502 10.8 34 0.6 104 3.7 668 12.0

5 0.1 1 0.0 10 0.4 7 0.1

948 20.5 240 4.4 1,915 69.0 1,101 19.8

53 1.1 67 1.2 53 1.9 66 1.2

79 1.7 24 0.4 141 5.1 91 1.6

64 1.4 52 1.0 107 3.9 69 1.2

13 0.3 3 0.1 9 0.3 7 0.1

12 0.3 7 0.1 7 0.3 14 0.3

他の世帯員収入

世帯主の平均年齢

平均世帯人員

年間収入

事業･内職収入

利子・配当金

公的年金・恩給給付

社会保障給付金（公的年金・恩給以外）

世帯主収入

世帯主の配偶者の収入

注　年間収入欄に記載の（ ）内は、対2014年増減率

項　　　　　目
二人以上の世帯

うち　勤労者世帯 うち　無職世帯
総世帯

勤め先収入

企業年金・個人年金給付

仕送り金

その他の収入

現物収入

年間収入は 4,631千円。2014年と比較して、1.7％増加 
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図Ⅲ－１ 世帯区分、所得構成別年間収入（総世帯） 
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２ 金融資産概況 

 

 

総世帯の１世帯当たり 2019 年 10月末日現在の金融資産残高※１（貯蓄現在高）は

7,929千円であった。2014年※２と比較すると、26.8％の減少となっている。 

金融資産残高を貯蓄の種類別にみると、「預貯金」は 5,412千円、「生命保険など」は

1,802千円、「有価証券」は 667 千円、「その他」は 48千円となっている（表Ⅲ－２、図

Ⅲ－２）。 

 

※１ 「金融資産を保有していない世帯」を含む平均 

※２ 2014 年 11 月末日現在 

 

表Ⅲ－２ 貯蓄の種類別金融資産残高（総世帯） 

 

 

図Ⅲ－２ 貯蓄の種類別金融資産残高の構成比（総世帯） 

 

構成比

実数（千円） 構成比（％） 実数（千円） 構成比（％）
上昇・低下幅
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

10,835 100.0 7,929 100.0 -26.8 -

6,127 56.5 5,412 68.3 -11.7 11.7

2,370 21.9 2,361 29.8 -0.4 7.9

3,757 34.7 3,051 38.5 -18.8 3.8

2,679 24.7 1,802 22.7 -32.7 -2.0

1,823 16.8 667 8.4 -63.4 -8.4

206 1.9 48 0.6 -76.7 -1.3

400 3.7 247 3.1 -38.3 -0.6

項　　目

2014年 2019年
増減率
（％）

通貨性預貯金

金融資産残高（貯蓄現在高）

預貯金

定期性預貯金

（再掲）年金型貯蓄

生命保険など

有価証券

その他

金融資産残高は 7,929千円。2014年と比較して、26.8％減少 



- 16 - 

 

二人以上の世帯の金融資産残高※は 8,880 千円と、2014年に比べ、14.5％の減少となっ 

ている（表Ⅲ－３、図Ⅲ－３）。 

 

※ 「金融資産を保有していない世帯」を含む平均 

 

表Ⅲ－３ 貯蓄の種類別金融資産残高（二人以上の世帯） 

 

 

図Ⅲ－３ 貯蓄の種類別金融資産残高の構成比（二人以上の世帯） 

 

 

  

構成比

実数（千円） 構成比（％） 実数（千円） 構成比（％）
上昇・低下幅
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

10,392 100.0 8,880 100.0 -14.5 -

6,547 63.0 5,772 65.0 -11.8 2.0

2,323 22.4 2,501 28.2 7.7 5.8

4,224 40.6 3,271 36.8 -22.6 -3.8

2,769 26.6 2,312 26.0 -16.5 -0.6

851 8.2 733 8.3 -13.9 0.1

225 2.2 63 0.7 -72.0 -1.5

520 5.0 324 3.6 -37.7 -1.4（再掲）年金型貯蓄

項　　目

2014年 2019年
増減率
（％）

金融資産残高（貯蓄現在高）

預貯金

通貨性預貯金

定期性預貯金

生命保険など

有価証券

その他
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 ３ 金融負債概況 

 

 

 総世帯の１世帯当たり 2019 年 10月末日現在の金融負債残高※１は 2,948 千円であっ

た。2014年※２と比較すると、2.8％の増加となっている。金融負債残高のうち「住宅・

土地のための負債」は 2,376千円となっており、金融負債残高の 80.6％を占めている。 

 負債保有率（負債を保有している世帯の割合）は 40.2％で、2014 年と比較すると、

2.3ポイントの低下となっている（表Ⅲ－４）。 

二人以上の世帯の金融負債残高は 3,891 千円と、2014年に比べ、3.6％の増加となって

いる（表Ⅲ－５）。 

 

※１ 「金融負債を保有していない世帯」を含む平均 

※２ 2014 年 11 月末日現在 

 

表Ⅲ－４ 金融負債残高及び負債保有率（総世帯） 

 

 

表Ⅲ－５ 金融負債残高及び負債保有率（二人以上の世帯） 

 

 

  

2014年 2,867 - 2,176 - 75.9 42.5 18.1

2019年 2,948 2.8 2,376 9.2 80.6 40.2 19.2

金融負債残高
（千円） 増減率

（％）

うち
　住宅・土地の
　ための負債
　　（千円）

増減率
（％）

金融負債残高
に占める
住宅・土地
のための
負債割合
（％）

負債保有率
（％）

　住宅・土地の
　ための負債
　保有率
　　　（％）

2014年 3,754 - 2,930 - 78.1 49.0 24.1

2019年 3,891 3.6 3,165 8.0 81.3 46.1 25.1

増減率
（％）

増減率
（％）

金融負債残高
（千円）

金融負債残高
に占める
住宅・土地
のための
負債割合
（％）

負債保有率
（％）

うち
　住宅・土地の
　ための負債
　　（千円）

　住宅・土地の
　ための負債
　保有率
　　　（％）

金融負債残高は 2,948千円。2014年と比較して、2.8％増加 
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 ４ 世帯主の年齢階級 

  ⑴ 所得 

 

         

総世帯の年間収入を世帯主の年齢階級別にみると、35歳未満が 3,679 千円、35歳～44

歳が 5,383千円と年齢階級が高くなるに従って多くなり、45歳～54 歳の 6,306千円をピ

ークに、55歳～64 歳が 5,479 千円、65歳～74歳が 4,226千円、75 歳以上が 2,985千円

と少なくなっている。2014年と比較すると、55歳～64歳が 19.6％の増加と増加率が最

も大きくなっている（図Ⅲ－４、表Ⅲ－６）。 

所得構成を世帯主の年齢階級別にみると、55歳～64歳以下の各年齢階級では「勤め先

収入」が最も高く、65歳～74 歳及び 75歳以上では「公的年金・恩給給付」が最も高く

なっている（図Ⅲ－５）。 

 

   図Ⅲ－４ 世帯主の年齢階級別年間収入（総世帯） 

 

 

図Ⅲ－５ 世帯主の年齢階級別所得構成（総世帯） 

  

年間収入は 45歳～54歳の世帯が 6,306千円と最も多い 
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表Ⅲ－６ 世帯主の年齢階級別年間収入、金融資産残高及び金融負債残高（総世帯） 

 

  

平均 35歳未満 35歳～44歳45歳～54歳55歳～64歳65歳～74歳 75歳以上

平均世帯人員（人） 2.39 2.32 3.47 2.98 2.32 2.04 1.68

年間収入 4,552 4,039 5,775 5,762 4,806 4,243 3,147

金融資産残高（貯蓄現在高） 10,835 3,179 4,408 8,441 9,336 23,233 10,703

6,127 2,145 2,418 4,590 5,771 10,852 7,729

2,679 802 1,469 2,831 3,100 4,819 1,869

1,823 9 122 348 370 7,545 1,095

206 224 399 672 94 18 11

金融負債残高 2,867 3,499 6,660 4,965 3,177 769 164

2,176 2,813 5,885 3,946 1,789 540 72

403 179 206 537 1,127 81 89

289 507 568 481 260 148 4

負債保有率（％） 42.5 59.8 62.8 61.4 49.9 25.7 13.3

平均世帯人員（人） 2.27 2.11 3.11 2.72 2.23 2.02 1.79

年間収入 4,631 3,679 5,383 6,306 5,749 4,226 2,985

2,954 3,449 4,577 5,513 4,356 1,382 409

世 帯 主 収 入 2,146 3,008 3,715 3,955 3,094 783 135

世 帯 主 の 配 偶 者 の 収 入 522 400 823 1,166 759 243 42

他 の 世 帯 員 収 入 286 41 40 392 503 356 232

502 123 514 422 824 623 347

5 0 0 2 2 6 15

948 - 66 144 360 1,883 2,034

53 84 129 55 54 19 25

79 - 3 3 53 236 84

64 20 82 150 78 17 49

13 0 1 4 17 43 0

12 2 10 12 4 17 20

金融資産残高（貯蓄現在高） 7,929 1,786 3,900 7,106 9,633 10,436 9,988

5,412 1,273 2,753 4,982 5,534 7,054 7,571

1,802 450 971 1,732 3,345 2,334 1,201

667 20 125 352 625 1,029 1,200

48 43 51 39 128 18 15

金融負債残高 2,948 2,415 7,811 4,768 3,259 1,466 155

2,376 1,715 6,826 3,905 2,465 1,133 45

229 369 263 432 335 90 51

343 332 722 431 458 243 60

負債保有率（％） 40.2 50.5 65.0 54.0 56.4 29.9 7.6

平均世帯人員（人） (-0.12) (-0.21) (-0.36) (-0.26) (-0.09) (-0.02) (0.11)

年間収入 1.7 -8.9 -6.8 9.4 19.6 -0.4 -5.1

金融資産残高（貯蓄現在高） -26.8 -43.8 -11.5 -15.8 3.2 -55.1 -6.7

-11.7 -40.7 13.9 8.5 -4.1 -35.0 -2.0

-32.7 -43.9 -33.9 -38.8 7.9 -51.6 -35.7

-63.4 122.2 2.5 1.1 68.9 -86.4 9.6

-76.7 -80.8 -87.2 -94.2 36.2 0.0 36.4

金融負債残高 2.8 -31.0 17.3 -4.0 2.6 90.6 -5.5

9.2 -39.0 16.0 -1.0 37.8 109.8 -37.5

-43.2 106.1 27.7 -19.6 -70.3 11.1 -42.7

18.7 -34.5 27.1 -10.4 76.2 64.2 1,400.0

負債保有率（ﾎﾟｲﾝﾄ） (-2.3) (-9.3) (2.2) (-7.4) (6.5) (4.2) (-5.7)

注１　平均世帯人員は「所得に関する結果」の数値

注２　平均世帯人員及び負債保有率に掲載の（　）内は、2014年との差

２
０
１
９
年

増
減
率

（
％

）

２
０
１
４
年

預 貯 金

生 命 保 険 な ど

有 価 証 券

そ の 他

住 宅 ・ 土 地 の た め の 負 債

住 宅 ・ 土 地 以 外 の 負 債

月 賦 ・ 年 賦

勤 め 先 収 入

事 業 ・ 内 職 収 入

利 子 ・ 配 当 金

公 的 年 金 ・ 恩 給 給 付

社会保障給付金（公的年金・恩給以外）

企 業 年 金 ・ 個 人 年 金 給 付

仕 送 り 金

そ の 他 の 収 入

現 物 収 入

預 貯 金

生 命 保 険 な ど

有 価 証 券

そ の 他

住 宅 ・ 土 地 の た め の 負 債

住 宅 ・ 土 地 以 外 の 負 債

月 賦 ・ 年 賦

預 貯 金

生 命 保 険 な ど

有 価 証 券

そ の 他

住 宅 ・ 土 地 の た め の 負 債

住 宅 ・ 土 地 以 外 の 負 債

月 賦 ・ 年 賦
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   ⑵ 金融資産 

 

 

 総世帯の金融資産残高を世帯主の年齢階級別にみると、35歳未満が 1,786千円、35歳

～44歳が 3,900千円、45歳～54歳が 7,106 千円、55歳～64歳が 9,633 千円と年齢階級

が高くなるに従って多くなり、65歳～74歳の 10,436千円をピークに、75歳以上は

9,988千円と少なくなっている。2014年と比較すると、55歳～64歳を除く各年齢階級で

減少している（図Ⅲ－６、表Ⅲ－６）。 

 金融資産残高の構成比を世帯主の年齢階級別にみると、全ての年齢で「預貯金」の割

合が最も高い。また、「生命保険など」は 55 歳～64歳が 34.7％、「有価証券」は 75歳以

上が 12.0％と全ての年齢階級の中で最も高くなっている（図Ⅲ－７）。 

 

⑶ 金融負債 

 

 

 総世帯の金融負債残高を世帯主の年齢階級別にみると、35歳未満が 2,415千円、35歳

～44歳が 7,811千円と年齢階級が高くなるに従って多くなり、35歳～44歳をピークに

45歳～54歳以上は年齢階級が高くなるに従って少なくなっている（図Ⅲ－６）。 

負債保有率を世帯主の年齢か級別にみると、金融負債残高と同様に、35歳～44歳が

65.0％と最も高くなっている。2014年と比較すると、55歳～64歳の負債保有率が 6.5ポ

イント上昇して一方で、35歳未満では 9.3 ポイント低下している（表Ⅲ－６）。 

 

図Ⅲ－６ 世帯主の年齢階級別金融資産残高及び金融負債残高（総世帯） 

 

 

  

負債保有率が最も高いのは 35歳～44歳の世帯 

「生命保険など」は 55歳～64歳、「有価証券」は 75歳以上の世帯の割合が高い 
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図Ⅲ－７ 世帯主の年齢階級別金融資産残高の構成（総世帯） 
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 ５ 都道府県別にみた所得、金融資産・負債 

  ⑴ 所得 

総世帯の年間収入を都道府県別にみると、東京都が 6,297千円と最も多く、次いで神

奈川県、愛知県、富山県、福井県などとなっている。一方、沖縄県が 4,233千円と最も

少なく、次いで鹿児島県、高知県、北海道、宮崎県などとなっている。 

宮崎県は、全国で 43位、九州で 6位となっている（表Ⅲ－７、図Ⅲ－８）。 

 

表Ⅲ－７ 都道府県別年間収入（総世帯） 

 

 

図Ⅲ－８ 都道府県別年間収入（総世帯） 

 

  

順位
※

都道府県
年間収入
（千円）

順位 都道府県
年間収入
（千円）

順位 都道府県
年間収入
（千円）

1 東京都 6,297 17 宮城県 5,659 33 熊本県 5,041

2 神奈川県 6,154 18 島根県 5,626 34 大阪府 5,031

3 愛知県 6,134 19 長野県 5,601 35 徳島県 5,017

4 富山県 6,124 20 兵庫県 5,580 36 山口県 5,014

5 福井県 6,088 21 群馬県 5,575 37 青森県 4,931

6 滋賀県 6,043 22 新潟県 5,517 38 福岡県 4,864

7 岐阜県 6,027 23 佐賀県 5,493 39 愛媛県 4,859

8 茨城県 5,953 24 鳥取県 5,423 40 和歌山県 4,809

9 千葉県 5,951 25 奈良県 5,396 41 長崎県 4,790

10 三重県 5,908 26 山梨県 5,387 42 大分県 4,725

11 静岡県 5,883 27 香川県 5,385 43 宮崎県 4,631

12 埼玉県 5,871 28 福島県 5,382 44 北海道 4,553

13 山形県 5,821 29 京都府 5,327 45 高知県 4,486

14 栃木県 5,801 30 岩手県 5,298 46 鹿児島県 4,323

15 岡山県 5,704 31 広島県 5,291 47 沖縄県 4,233

16 石川県 5,666 32 秋田県 5,270

年間収入は、全国で 43位、九州で 6位 
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  ⑵ 金融資産 

総世帯の金融資産を都道府県別にみると、神奈川県が 16,077千円と最も多く、次いで

奈良県、愛知県、富山県、岐阜県などとなっている。一方、沖縄県が 6,036千円と最も

少なく、次いで鹿児島県、青森県、宮崎県、北海道などとなっている。 

宮崎県は、全国で 44位、九州で 6位となっている（表Ⅲ－８、図Ⅲ－９）。 

 

表Ⅲ－８ 都道府県別金融資産残高（総世帯） 

 

 

図Ⅲ－９ 都道府県別金融資産残高（総世帯） 

 

順位
※

都道府県
金融資産残高
（千円）

順位 都道府県
金融資産残高
（千円）

順位 都道府県
金融資産残高
（千円）

1 神奈川県 16,077 17 徳島県 12,749 33 山梨県 10,942

2 奈良県 15,645 18 石川県 12,724 34 山形県 10,702

3 愛知県 15,573 19 大阪府 12,458 35 岩手県 10,504

4 富山県 15,465 20 広島県 12,259 36 高知県 10,253

5 岐阜県 14,805 21 長野県 12,216 37 福岡県 10,008

6 兵庫県 14,592 22 群馬県 12,200 38 長崎県 9,712

7 滋賀県 14,458 23 島根県 12,141 39 佐賀県 9,568

8 千葉県 14,336 24 和歌山県 12,062 40 秋田県 9,567

9 東京都 14,207 25 岡山県 12,019 41 熊本県 9,259

10 静岡県 14,195 26 鳥取県 11,922 42 大分県 9,129

11 埼玉県 13,709 27 宮城県 11,827 43 北海道 8,677

12 福井県 13,621 28 栃木県 11,806 44 宮崎県 7,929

13 香川県 13,498 29 新潟県 11,626 45 青森県 7,845

14 京都府 13,420 30 山口県 11,365 46 鹿児島県 7,464

15 茨城県 13,181 31 福島県 11,249 47 沖縄県 6,036

16 三重県 12,952 32 愛媛県 11,166

金融資産残高は、全国で 44位、九州で 6位 


